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1. WTO協定上の貿易救済措置について
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2. アンチダンピング措置の概要
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3. アンチダンピング措置の申請について
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3-(2). AD共同申請プロセスの各段階における意思疎通や情報交換

1. 検討初期段階
• 競争事業者間でAD措置の共同申請について意思疎通
• 共同申請を検討する際に必要な最低限の情報交換（ダンピング輸入品に苦しめら
れている事実等）

２．検討中期段階
• 各事業者の対象産品に係る事業についての情報（販売価格、生産高、国内販売
量、売上高、営業利益等）を収集、合算

• ダンピング輸入品に係る情報の収集（代表者１社による収集で可）
• 収集、合算した情報をもとに、申請の検討を進めるかの方針を決定

３．検討後期段階（申請書作成段階）
• 上記２．で収集した情報以外に申請に必要な情報（損害15指標、事業者とユー
ザーの間の交渉で具体的に輸入品を引き合いに出された情報等）を収集

• これらの収集、合算した情報をもとに、申請書ドラフトを作成し、当局と調整

 AD措置の共同申請プロセス、特に一定程度の検討を事業者間で直接行う場合にお
いては、意思の連絡（共同申請の意思疎通等）は必然的に生じる。また、共同申
請までの過程で、競争事業者との間で一定の情報交換等を行う必要がある。
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3-(3). 初期段階の課題：業界の合意に関する要件の充足

申請者の生産高*

国内総生産高**
≥   ２５％

申請を支持する国内生産者の生産高 ＞ 申請に反対する国内生産者の生産高*

申請時に必要となる要件

調査開始時に必要となる要件

*輸入生産者等の生産高は除く。（「調査開始時に必要となる要件」についても同様。）
**業界団体で申請を行う場合は、団体の構成員の２以上の者が調査対象製品を生産していることが必要。

*申請に支持も反対も表明しない者は、この要件の算定時に考慮しない。

 申請段階・調査開始段階においては業界内の一定の合意が必要。
 要件を充足する必要から、複数企業による共同申請のニーズあり。（我が国
のAD申請のうち４分の３は共同申請又は業界団体によるもの）
※ 同業の企業間における横並びの意識（フリーライドや、ユーザー企業等からの反発への懸念）

も、共同申請のニーズに寄与。
 このため、AD申請の検討を始めるに当たっては、同業他社との連絡が必要。
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 AD申請の中期段階では、AD申請の勝算と申請のコスト（弁護士に依頼して本格的
な検討を進めるか）が比較衡量される。

 検討には申請に必要なデータのうち、主なものを用いることが多い。

3-(4). 中期段階の課題：AD申請の成否の検討

AD申請相談フォーム（抜粋）
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 損害の立証については、損害指標の一部のみを用いて試算。
 自社のデータのみでの検討が基本だが、より精緻な検討のため、他社のデータも踏まえた

検討が必要となるケースも多い。

3-(4). 中期段階の課題：AD申請の成否の検討

AD申請相談フォーム（抜粋）
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【参考①】 国内産業への損害（数量効果・価格効果の例）

数量効果の例 Ｘ年度 Ｘ＋１年度 Ｘ＋２年度
対X年度

全世界輸入量 263千MT 306千MT 478千MT +81.7%
Ａ国からの輸入量 215千MT 263千MT 441千MT +105.1%
全世界輸入量に占めるＡ
国の割合 81.7% 85.9% 92.3% +10.6ポイント

国内需要量* 754千MT 758千MT 765千MT +1.5%
国内需要量に占めるＡ国
産品の市場占拠率 28.5% 34.7% 57.6% ＋29.1ポイント

価格効果の例 Ｘ年度 Ｘ＋１年度 Ｘ＋２年度
対X年度

国産品の国内販売価格 180円 175円 173円 ▲3.9%

輸入品の国内販売価格 165円 158円 154円 ▲7.1%

国産品と輸入品の販売価
格差 15円 17円 19円 +26.7%

国産品と輸入品の販売価
格差率 8.3% 9.7% 11.0% ＋32.5ポイント

*国内需要量については、業界団体が集計する統計情報や生産動態統計が活用可

企業の秘密情報
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損害指標の例 X年度 X＋1年度 X＋2年度 対X年度

国産品の国内販売量 539千MT 495千MT 324千MT ▲39.9%

国産品の市場占拠率[ 国産品の国内販売量 / 国内需要量 ] 71.5% 65.3% 42.4% ▲29.1ﾎﾟｲﾝﾄ

国産品の自家消費量 100千MT 97千MT 98千MT ▲2％

国産品の国内販売額 80百万円 70百万円 40百万円 ▲50％

国産品の自家消費額 17百万円 17百万円 16百万円 ▲5％

売上高 (国内販売額 ＋ 自家消費額 ） 97百万円 87百万円 56百万円 ▲42％

利潤( 利益 ）
営業利益 9.7百万円 4.9百万円 ▲3.1百万円 正→負

経常利益 8.2百万円 3.3百万円 ▲2.7百万円 正→負

生産高( 量 ) 786千MT 693千MT 603千MT ▲23.3%

生産性 [ 生産量 / 雇用 ] 8.73千MT 7.97千MT 7.54千MT ▲13.6％

投資
設備投資額[ 該当貨物部分 ] 15百万円 15百万円 13百万円 ▲13.3％

投資率[ 上記投資額 / 全社投資額 ] 7.4% 4.3% 1.6% ▲5.8ﾎﾟｲﾝﾄ

投資収益
[ 営業利益 / 設備投資額 ] 14.2％ 5.9％ ▲9.8% ▲24.0ﾎﾟｲﾝﾄ

[ 経常利益 / 設備投資額 ] 11.5％ 8.3％ ▲6.8％ ▲12.1ﾎﾟｲﾝﾄ

操業度（ 稼働率 ） [ 生産量 / 生産能力（800千MT) ] 98.3％ 86.6％ 75.4％ ▲22.9ﾎﾟｲﾝﾄ

キャッシュフロー（営業） 90百万円 87百万円 ▲18百万円 ▲108百万円

期末在庫
期首 期末

158千MT 118千MT ＋10.3％10千
MT

107千
MT

雇用 90人 87人 80人 ▲11.1％

賃金 335千円 330千円 325千円 ▲3％

成長 生産設備の停止、研究開発費の抑制など成長の見込みは鈍化傾向にある。

資金調達能力 新規設備投資の抑制が認められるなど資金調達能力は低下傾向にある。

【参考②】 国内産業への損害（損害15指標の例） 企業の秘密情報
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